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平成 23 年 1月 25 日現在 

琵琶湖湖南流域水害に強い地域づくり協議会の経過、取組について

琵琶湖の治水に関する歴史は古く、最古のものは奈良時代までさかのぼることができ、現
在に至るまで多くの改修工事が展開されてきた。その過程で、瀬田川に洗堰が設置され、琵
琶湖の水位はある程度人為的に管理されることとなった。また、昭和47年からは琵琶湖総合
開発事業が実施され、治水においても一定の成果は上がったものの、瀬田川洗堰から宇治
川の疎通能力の増強は依然として不十分な状況にある。

洪水被害、特に琵琶湖沿岸の浸水被害については、今後たとえ既定計画に基づき上記の
不十分な状況にある瀬田川から宇治川の流下能力向上をはかっても解消することは出来ず、
浸水が想定される区域における新たな土地利用も見受けられ、今後も進むことが予想され
る。

さらに、平成16年7月新潟・福島豪雨災害や平成16年7月福井豪雨災害においては、自治
体の情報の伝達や、高齢者の避難における課題が浮き彫りになった。

また、「淀川水系河川整備計画基礎案」では、浸水被害の回避・軽減を目標として、「水害
に強い地域づくり協議会（仮称）」を設置することとしている。この協議会においては、流域の
住民自らが洪水被害を回避できるようなシステムづくり（自分で守る）や、水防活動や避難行
動を支援するための整備を検討する（みんなで守る）こととしているが、さらに、地域整備の
視点から土地利用の規制・誘導等を含めた被害を軽減するための方策（地域で守る）を検討
することとしている。

そこで、大津市、草津市、守山市、栗東市、中主町及び野洲町を対象として、専門的な学
識経験等に基づく助言をいただきながら、琵琶湖沿岸及び野洲川の洪水被害の回避・軽減
を目指し、流域の住民自らが被害を回避・軽減できるような各種の流域対策について、直轄
河川の管理者であり瀬田川洗堰の操作により琵琶湖の水位管理を行っている琵琶湖河川
事務所と、琵琶湖を管理する滋賀県が共同で協議会を設立するものである。

設立趣意書

協議会体制

協議会 担当者会議

災害時要援護者支援ＷＧ

浸水危険度マップＷＧ

避難の目安となる指標ＷＧ

土地利用のあり方ＷＧ

委員構成

草津市ハザードマップ作成WS
（草津市主催）

草津市洪水避難訓練

行政内情報伝達演習

個別課題等に対する具体的に議論、検討個別課題等に対して
総合的に議論、検討

自治体や住民への支援、共同活動

琵琶湖湖南流域水害に強い地域づくり協議会
第10回協議会（平成24年2月6日）
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琵琶湖湖南流域水害に強い地域づくり協議会の検討経過
平成23年3月現在

協議会 担当者会議 ワーキンググループ（WG) 成果及び検討項目

H16年度
第1回 H16. 8. 3
第2回 H17. 3.29

第1回 H16. 9.17
第2回 H16.10.27
第3回 H16.11. 1
第4回 H16.12. 2

－

① 協議会の目的及び進め方の検討
② 四面会議による議論（課題の抽出・目標設定）を実施
　 ・防災、農政、都市計画、土木部局が参加
　 ・「地域で守る」「自分で守る」グループで四面会議実施
③ 行動計画書の作成

H17年度
第3回 H17.12. 1
第4回 H18. 3.27

第1回 H17. 8. 4
第2回 H17. 8.31
第3回 H17.10.27
第4回 H18. 2. 2
第5回 H18. 2.23
第6回 H18. 3.20

浸水危険度マップ（高頻度版）WG
[モデル市：草津市]
第1回 H18. 1.11
第2回 H18. 1.30
第3回 H18. 2.13
第4回 H18. 2.20

① 情報伝達（情報取得・情報伝達・情報内容）の見直し検討
② 浸水危険度マップ（高頻度版）の作成
　 ・草津市をモデル市として実施
　 ・確率規模別の浸水危険度マップ作成
　 ・都市計画用、農政用の２種類の図面を作成
③ 避難勧告技術基準の考え方検討
　　マニュアル及び先行事例を題材として考え方を検討
④ ため池の防災対策検討
　　豪雨等で破壊の可能性があるため池について現状を整理

浸水危険度マップ
（洪水ハザードマップ）WG

[モデル市：草津市]
第1回 H18.10.18
第2回 H18.11.21
第3回 H18.12.21
第4回 H19. 1.18

＜草津市主催ワークショップ＞
第1回 H18. 9.30
第2回 H18.10.29
第3回 H18.12. 9

避難の目安となる指標WG
[モデル市：野洲市]
第1回WG H18.11.07
第2回WG H18.12.22
第3回WG H19. 1.11

H19年度 第8回 H19.12. 6
第1回 H19. 7. 11
第2回 H19. 8.  6
第3回 H20. 2. 21

　　①草津市における洪水避難訓練
　　　　H19. 5.27
　　② 行政内情報伝達演習
　　　　H19. 5.14
　　　　H19. 6.12
　　③ 土地利用のあり方WG
　　　[対象：全市、出前講座形式]
　　　　H20.3.17栗東市
　　　　H20.3.19野洲市・大津市
　　　　H20.3.21草津市

① 浸水危険度マップ(洪水ハザードマップ)の普及検討
② 草津市における洪水避難訓練の実施
③ 行政内情報伝達演習の実施
④ 情報伝達・情報内容の見直し検討
⑤ 自主防災組織の活性化検討
⑥ 円滑かつ迅速な避難を確保するための措置の促進
⑦ 災害時要援護者に対する援護体制についての情報共有
⑧ 高頻度浸水区域の土地利用変遷・具体的危険箇所の整理
⑨ 浸水が想定される地域の土地利用のあり方検討

H20年度 第9回H20.7.28
第1回 H20. 5. 19
第2回 H20. 6. 27
第3回 H20.10.  1

　　① 土地利用のあり方WG
　　　　H20.4.30守山市
    ②災害時要援護者支援策のWG
　　[対象：全市、出前講座形式]
        H21.3.19守山市
　　　  H21.3.25大津市
        H21.3.26野洲市
　　　  H21.3.27栗東市
    ③ 行政内情報伝達演習
　　　　H20. 6.12

① 行政内情報伝達演習の実施
② 情報伝達方法の2重化(FAX＋電子メール)
③ 浸水が想定される地域の土地利用のあり方検討
④ 水害に強い土地利用や住まい方に向けての浸水マップを用いた効果的な取組について(提
言)
　　(平成20年8月8日，滋賀県知事へ提言)
⑤ 災害時要援護者の支援策の現状の課題抽出

H21年度 － －
    ①災害時要援護者支援策のWG
        H21. 8.10 草津市

① 災害時要援護者の支援策の現状の課題抽出

H22年度 － 第1回H23. 1. 25

災害時要援護者支援策のWG
[対象：全市、出前講座形式]

H23.3.23守山市
H23.3.22野洲市

① 災害時要援護者の支援策の検討
　・名簿づくりをはじめとする災害時要援護者支援への取り組み状況の把握、情報共有
　　(アンケート実施予定のお知らせ)
　・避難判断に使いやすい中小河川や内水被害も含めた避難判断指標
　・避難判断準備情報等の発令の具体的な伝達方法

H18年度
第5回 H18.10.24
第6回 H19. 2.27
第7回 H19. 3.29

第1回 H18. 7.11
第2回 H18. 9. 7
第3回 H18.12. 5
第4回 H19. 2.19
第5回 H19. 3.26

① 浸水危険度マップ(洪水ハザードマップ)作成
　　草津市をモデル市として、住民参加型のワークショップ
　形式で洪水ハザードマップを作成
② 情報伝達の見直し検討
　　情報伝達手法の現状と課題・今後の整備の方向性を確認
　　（各市へのヒアリング調査を実施）
③ 情報内容の見直し検討
　　避難準備情報、避難勧告、避難指示の共通文案を作成
④ 避難勧告技術基準（避難の目安となる指標）作成
　　野洲市をモデル市として、避難準備、避難勧告、避難指示
　の目安となる指標を作成
⑤ 浸水危険度マップ（高頻度版）の公表
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水害に強い地域づくり協議会 行動計画書

目 的
洪水による被害を回避、軽減するために協議会として取り

組むべき課題の抽出、共有、解決策の検討にあたり、地域
の実情を踏まえた議論を行うため、関連部局の実務担当レ
ベルで議論を行い、実現性のある取り組み計画（行動計画）
とする。

概 要

◆検討の流れ

検討成果

水害防災にかかわる行政部局（土木・防災・都市計画・農政）の担当者が最終目
標にむかって対等な立場で知恵を出し合い、部局毎に出された目標、戦略をつき
あわせ、段階的かつ実行力のある方策を検討する四面会議方式で実施 。

◆水害に強い地域づくり協議会 行動計画書

◆検討手法

四面会議四面会議

目標：水害発生時の被害の軽減

代替案・作戦

戦略設計

達成目標

 第１回担当者会議（平成 16 年 9 月 7 日） 
・ 現状把握 → 認識の共有化 
・ 各グループ（防災・都市計画・土木・農政）で課題の確認 

第２回担当者会議（平成 16 年 10 月 27 日） 
・ 「地域で守る」と「自分で守る」に分かれ、グループ討議 
・ 現状分析と作戦の抽出・整理 

第３回担当者会議（平成 16 年 11 月 1 日） 
・ 目標と戦略を検討 → 各グループ間で認識の共有化 
・ 実施可能な方策の確認 

第４回担当者会議（平成 16 年 12 月 2 日） 
・ 目標と戦略をとりまとめ 
・ 行動計画書（１次案） → 今後の展開の認識の共有化 

 第１回協議会
（平成 16 年 8 月 3 日） 
・ 琵琶湖沿岸の浸水状況

→ 目的を確認 
・ 協議会の進め方の確認 

 第２回協議会
（平成 17 年 3 月 29 日） 
・ 行動計画書の承認 
・ 今後の展開について討議 

都市
計画

防災農政

土木

自分で守る 地域で守る

都市
計画

防災農政

土木
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◆浸水危険度マップとは：浸水状況を頻度毎に示した図。
高頻度（確率規模：1/20，1/30)
中頻度（確率規模：1/40，1/50)
低頻度（計画規模相当(大河川)，既往最大(琵琶湖))

浸水危険度マップ（高頻度版）

目 的

従来の洪水ハザードマップの役割のみでなく、琵琶湖の
水位上昇により高頻度に起こる低地の浸水被害に対するリ
スクを把握し、浸水被害軽減のための平常時の行政活動に
活用する。また、リスク度合いを踏まえた今後の地域のあり
方の検討に活用する。

概 要

併せて高頻度と呼ぶ

検討成果

モデル市の検討を踏まえ、大津市、守山市、栗東市、野洲市についても、
各市域の浸水危険度マップを作成し、都市計画マスタープランの改訂時に
土地利用計画策定の地域情報の基礎的資料として活用されることを目的
に、各市の都市計画部局へ提供し、議論を深めた。

農政用 都市計画用

◆琵琶湖の洪水による浸水危険度マップ

～平常時からの活動を通じた浸水被害の軽減を目指して～

宅地開発や市街地開発時に高頻度で浸
水する可能性のある場所としての情報の
提供・指導に活用。

・土地改良事業時の嵩上げ対象区域の設定
・水田から畑地への集団転作の場所の設定
・災害時の農作物被害状況の優先的調査箇
所の把握に活用。

◆検討対象：草津市（モデル市）

◆検討の流れ

4



浸水危険度マップ（低頻度版（洪水ハザードマップ版））①

目 的

大河川の洪水や琵琶湖の水位上昇による低地への
大規模な浸水等、低頻度で起こる浸水被害に対し、流
域住民の避難に必要となる洪水ハザードマップの基礎
情報とし、浸水被害軽減のための緊急時の行政・市民
活動に活用する。

概 要

◆浸水危険度マップとは：浸水状況を頻度毎に示した図。
高頻度（確率規模：1/20，1/30)
中頻度（確率規模：1/40，1/50)
低頻度（計画規模相当(大河川)，既往最大(琵琶湖))

◆検討の流れ

◆検討対象：草津市（モデル市）

併せて高頻度と呼ぶ

検討成果
◆草津市

洪水ハザードマップ作成・公表

草津市HMづくり

ワークショップ

浸水危険度マップ

（低頻度版）

情報公開

広報活動

浸水メカニズム等
技術的情報

●地域住民のみが知る有効な情報を反映させる
(避難時の危険箇所，避難経路，避難場所等の情報，災害時要援護者に関する情報）

●防災・避難意識の高揚を図る
（災害時の行動計画の作成，平常時の備えの作成）

住民参加型のワークショップ形式で
HMを作り上げる（行政が独自に作

成しない）

浸水想定区域図に関する説明資料、
流域図、浸水メカニズムに関する情報
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浸水危険度マップ（低頻度版（洪水ハザードマップ版））②
協議会活動の成果（事例紹介）

◆草津市における水害に備えた取組事例

出典：草津市ＨＰ

草津市域浸水のおそれのある区域図
（浸水危険度マップ（低頻度））

「草津市建築物浸水対策に関する条例」(平成18年9月1日施行)

浸水対策（草津市庁）

防水板

地下進入路

6



中小河川のモデルとして、草津川直轄区間（現県管理河川）（水位周知河
川）、草津川県管理河川、金勝川において避難の目安となる指標を検討し、
草津市において実施した洪水ハザードマップＷＳや洪水避難訓練の実施を
踏まえ、草津市洪水ハザードマップに避難に関する情報が掲載されている。

◆検討の流れ：

◆検討対象：野洲市－野洲川 （大河川のモデル）

◆判断指標：水位（大河川において河川管理者から提供される情報）

  
河川管理者からの情報提供 
 

河川管理者が発信する情報 

各市からの情報提供 
 

避難に要する時間の情報 議論・相互理解 

河川管理者と各市との間で避難

勧告技術基準による意思統一 

避難勧告等の発令基準の検討 

避難勧告発令のマニュアル 
協議会 

避難勧告技術基準（避難の目安となる指標）

目 的
地域住民が避難のために必要な時間などを明確にするこ

とにより、各市が避難勧告等を発令するための避難の目安
を検討し、各市が策定する避難勧告発令のマニュアルの作
成に資する。

概 要

検討成果

◆避難に要する時間
・過去の実績洪水や水防訓練での避難時間等を勘案して設定。
・現段階で設定が困難な指標については、他市の事例調査結果より得られた標準的
な時間で設定。
※今後、情報伝達経路、伝達内容の変更・見直し等により変更の可能性有り。

【健常者が避難に要する時間（①～④の合計120 分）】
①情報伝達時間：30 分 （野洲市評価結果：平成2 年洪水時の実績より設定）
②避難準備時間：30 分 （一般的な値）
③移動時間：45 分 （野洲市評価結果：HM検討時結果より移動距離1.5km と設定）
④流達時間：15 分 （危険箇所から野洲観測所間の洪水流下に要する時間

3000m÷約3m/s（洪水流の流速）÷60 秒/分≒15 分）

【要援護者の避難に要する時間（①～⑤の合計180 分）】
⑤60 分 （一般的な値）

◆避難の目安となる指標（野洲市（野洲川））

河川管理者が発信する情報（水
防法における河川の位置づけ，
情報の種類等）を把握する。

地域住民が避難のために必要
な時間的余裕を検討し、避難勧
告技術基準としてとりまとめる。

避難の目安となる指標の検討
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既存の情報伝達について、災害時に住民が適切な判断、
迅速な避難を可能とするため、各市の現状での情報伝達の
特徴を把握し、確実に情報を伝えるための「情報伝達方法」
および情報が誰にでも容易に理解できる「情報内容」となる
よう見直し検討を行う。

情報伝達方法（情報の伝達手段等）

情報内容（情報の文案等）

災害時の避難に関する情報伝達

目 的

概 要

検討成果

◆検討の流れ

①現状把握及び課題抽出 情報の取得方法、伝達方法、伝達内容等につい
て各市の現状の把握と課題の抽出。

②問題点の整理
①の課題解決に必要な対応策について、実施にあたり生じる
問題点について、各市相互の意見交換を実施し、各市の取り
組みに関する知識の共有化を図る。

③先進事例の紹介 他地域の先進事例から、見直し検討の参考とする。

④協議会での報告 各市の見直し検討経過や対応策の実施に向けた取り組み
（今後の方向性）について報告する。

・各市へのヒアリングによる修正意見 (H18年度)
・担当者会議での修正意見 (H19年度)
・協議会での修正意見 (H19年度)
・洪水避難訓練の結果 (H19年度)

⑥情報伝達方法(案)および情報内容（案）の修正

⑤情報伝達の見直し検討 上記を踏まえ、協議会において情報伝達方法(案)お
よび情報内容（案）を検討。

情報内容

◆音声（固定）による情報伝達内容の修正（例）

・文章を短く簡潔に
・一文ごとに一拍おく
・一般的な言葉を用いる
・避難の段階を明確に表現する
など

修
正
後

8



ため池の防災対策

目 的

各市が日頃から問題として考える問題の一つとして、豪雨
時等に破堤する可能性があることが指摘される「ため池」に
関して、防災対策の検討を行う。

概 要

◆検討の流れ

◆検討対象：受益面積0.5ha以上のため池

→滋賀県が独自に定めた指標

検討成果

湖南各市のため池緊急点検結果

対応の必要があるため池 計7つ

① 「対応の必要があるため池」
に対し、現地調査を実施後、現
状の概要等を整理

② 台風や豪雨の前に事前に放流するなど、ため池管理者に対し、きめ細かな
指導・助言(日常管理を含む)ができる仕組み作り

7つのため池につい

て台帳の作成・整
理（諸元・現状・対
応など）

防災対策を要するため池の優先度判定

農水省「ため池緊
急点検判定指標」
に基づき判定

一次判定 構造的危険度及び周辺環境危険度をもとに決壊可能性を判定。
決壊の可能性については、H16年の豪雨で決壊したため池と決

壊しなかったため池のサンプル調査を行って求めた統計学的な
判定式を用いた。

二次判定 下流への影響度、依存度、立地条件等の危険度以外で改修の
緊急度に影響を及ぼす要因を基に判定。

総合判定 一次、二次の判定結果を踏まえて、緊急整備の優先度を判定。
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水害に強い土地利用のあり方

目 的

潜在的に水害の危険度が高い区域（浸水危険度マップや
浸水想定区域図で示される浸水範囲）に対して土地利用の
規制・指導を行うことで水害による被害を回避・軽減するこ
とを目的として土地利用のあり方を検討する。

概 要

◆検討の流れ

検討成果

◆湖南地域5市との意見交換による「土地利用のあり方

についての方向性」

① 農地分野で取り組めること

行政としては、農振農用地区域の保持を行うべきと考える。農振農用地区域の適切
な保持のため、浸水マップに法的根拠を持たせれば、農振農用地区域の適切な保持
について周知・指導することは可能。

② 都市計画分野で取り組めること

市街化調整区域については、基本的に保持する考えとしているが、市の発展のため
には開発も行う必要がある。その際には水害被害の軽減も念頭に置くべきと考える。
例えば、浸水マップに法的根拠を持たせることで、都市計画に水害被害の軽減という
概念・目的を含めることができ、はん濫を加味した都市計画マスタープランを策定し、
市街化調整区域を保持することが可能。

③ 建築分野で取り組めること

開発指導要綱に、水害に対応した記載があれば、指導は行えると考えられる。例え
ば、公共施設に規制をかけている草津市条例のようなものがあれば、浸水情報に法
的根拠があるため、一般建築の指導時にも、周知と対策のお願いが可能。

記

１．起こり得るさまざまな洪水を対象に、内水も含めた中小河川のはん濫によ
る危険性を示す情報（浸水マップ）を策定公表されたい。なお、河川整備、下
水道（雨水排水）整備の進捗に応じて適時更新されたい。

２．滋賀県内で生活・活動される県民に水害の危険性を周知し、土地利用や建
築物の建築に対して、水害の危険度に応じた適正な指導・助言が行えるよう、
浸水マップが県条例等により法的に位置づけられることを検討されたい。

３．これらの前提として、河川管理者においては河川管理施設の適正な維持管
理および着実な河川整備を図られたい。

協議会等における議論・検討の結果を踏まえ、滋賀県知事へ提言を行った。

（以下、提言書「水害に強い土地利用や住まい方に向けての浸水マップを
用いた効果的な取組について」からの抜粋）

◆協議会から滋賀県知事へ提言（平成20年8月8日）
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草津市における洪水避難訓練

目 的

行政内の情報伝達、住民への避難情報伝達及びその情
報による避難の実施等、洪水ハザードマップの検証を行う。

また、住民の防災意識の向上や洪水ハザードマップの目
的、使い方等の周知・普及を図る。

概 要

２．洪水避難訓練

４．水防訓練

１．行政内情報伝達演習

３．洪水に対する体験と学習

実 施 日：平成19年5月27日 （HM配布：5月1日）

実施内容：４つのテーマで訓練を実施

検討成果

～ 洪水避難訓練結果からの主な所見 ～

洪水を想定し、広報車などによる避難に関する情
報を受けて、洪水HMを活用して避難場所まで徒歩

で避難する訓練を行った。

行政内（国、県、草津市）において雨量や水位など
避難の目安となる洪水の情報を入手し、関係機関に
正確かつ迅速に伝達する訓練を行った。

住民に水中歩行、豪雨、救助補助、避難所等を
体験してもらった。また、配布した洪水HMに関す

る相談や質問を受けたり、訓練後の意見交換会に
より、防災や避難について学んでもらった。

水防技術専門員の指導のもと、水防団が水防工
法の基礎となる土のうづくりや、堤防からの越水を
想定した土のう積みの訓練を行った。

◆ 避難の目安となる指標について

・避難の目安となる指標（避難準備情報，避難勧告，避難指示）の設定時

間（情報伝達時間，避難準備時間，避難時間）の妥当性が確認できた。

⇒ 情報伝達開始～避難完了（危険水位相当到達） に要する時間

協議会での検討結果による設定時間：1時間

訓練で要した時間：40分 （行政内情報伝達10分＋避難30分）

◆ 住民への情報伝達・情報内容について

・広報車の音声が聞こえなかった。

⇒ 音量を大きく，移動速度を遅く，適切なルートを設定，アナウンスは

ゆっくり・はっきり・繰り返し

・広報車からの情報内容の意味がわからなかった。

⇒ 内容を明確に，不要な修飾語は不要，現状を明確に

◆ 洪水HMの評価

・避難訓練モニターのうち、洪水HMの保有率は80％であった。

・洪水HMを見て避難場所を選定した人は40％であった。

⇒ 洪水HMの周知・普及が不十分

◆ 洪水避難訓練実施の効果

・洪水がくる可能性があると認識した人が増えた。

⇒ 訓練参加者において 訓練前16％ → 訓練後53％

・訓練への参加は有意義と感じた人が多かった。

⇒ 訓練参加者において 70％以上
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